
議案第２４号 

 

東広島市立学校の教育職員の業務量の管理等に関する規則の制定につ 

いて 

 

東広島市立学校の教育職員の業務量の管理等に関する規則を定めることについ

て、次のとおり提案する。 

 

令和４年１２月２２日提出 

 

                   東広島市教育委員会 

教育長  市  場  一  也 

 

１ 提案理由 

  令和２年１月１７日付けで文部科学大臣が定める教育職員の業務量の適切な管

理等に関する指針が告示されたことに伴い、同指針において、教育委員会が講ず

べき措置として規定されている、所管の学校の教育職員の在校等時間の上限等に

関する方針を教育委員会規則で定めるため、この議案を提出するものである。 

 

２ 制定案 

  別紙のとおり。 

 

３ 施行期日 

令和５年４月１日 

 

４ 根拠法令 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

第１５条 教育委員会は、法令又は条例に違反しない限りにおいて、その権限に

属する事務に関し、教育委員会規則を制定することができる。 
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東広島市教育委員会規則第  号 

 

東広島市立学校の教育職員の業務量の管理等に関する規則をここに公布する。 

 

令和５年  月  日 

 

                   東広島市教育委員会 

                   教育長  市  場  一  也 

 

   東広島市立学校の教育職員の業務量の管理等に関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、県立及び市町立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関

する特別措置条例（昭和４６年広島県条例第６７号。以下「県条例」という。）

第７条第２項の規定に基づき、東広島市教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）が東広島市立の小学校及び中学校の教育職員の健康及び福祉の確保を図る

ことにより学校教育の水準の維持向上に資するため、教育職員の業務量の適切な

管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための措置について、必要な事

項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 教育職員 東広島市立の小学校及び中学校の県条例第２条第２項に規定する

教育職員のうち、市町立学校職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する

条例（昭和２８年広島県条例第４９号）第３条第１項第１号イに規定する教育

職給料表（イ）の適用を受ける者をいう。 

(2) 時間外在校等時間 公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職

員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために

講ずべき措置に関する指針（令和２年文部科学省告示第１号）に規定する在校

等時間から所定の勤務時間（職員の勤務時間及び休暇等に関する条例（平成７
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年広島県条例第５号。以下この号において「県勤務時間条例」という。）第９

条（毎週日曜日を週休日と定められている職員以外の職員にあっては、県勤務

時間条例第９条に規定する祝日法による休日が週休日に当たるときは人事委員

会規則で定める日を含む。）（県勤務時間条例第１０条第１項に規定する代休

日が指定された日を除く。）及び第１０条第１項に規定する日以外の日におけ

る正規の勤務時間（県勤務時間条例第２条から第５条までに規定する勤務時間

をいう。）をいう。以下同じ。）を除いた時間をいう。 

（業務量の適切な管理） 

第３条 教育委員会は、時間外在校等時間を次に掲げる時間の範囲内とするため、

教育職員の業務量の適切な管理を行うものとする。 

 (1) １月について４５時間 

 (2) １年について３６０時間 

２ 教育委員会は、教育職員が児童、生徒等に係る通常予見することのできない業

務量の大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に前項各号に掲げる時間を超えて

所定の勤務時間以外に業務を行う必要がある場合には、同項の規定にかかわら

ず、時間外在校等時間を次に掲げる時間及び月数の範囲内とするため、教育職員

の業務量の適切な管理を行うものとする。 

 (1) １月について１００時間未満 

 (2) １年について７２０時間 

 (3) １月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１月、２月、３月、４月及

び５月の期間を加えたそれぞれの期間の時間外在校等時間を平均した１月当た

りの時間外在校等時間について８０時間 

 (4) １年のうち１月の時間外在校等時間が４５時間を超えて業務を行う月数につ

いて６月 

（委任） 

第４条 この規則に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教育

職員の健康及び福祉の確保を図るための措置に関し必要な事項は、教育長が別に

定める。 

附 則 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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２ 令和５年８月３１日までの間における第３条第２項第３号の規定の適用につい

ては、同号中「５月の期間」とあるのは「５月の期間（令和５年４月１日以後の

期間に限る。）」とする。 
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東広島市立学校の教育職員の在校等時間の上限等に関する方針（案） 

 

令 和５年  月  日 

東広島市教育委員会 

１ 要 旨 

学校における働き方改革を推進するため、令和元年１２月１１日付けで公立の義務教育諸学校等の教

育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和元年法律第７２号）が公布され、令和

２年１月１７日付けで公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６年法

律第７７号。以下「給特法」という。）第７条の規定によって、文部科学大臣が定める教育職員の業務

量の適切な管理等に関する指針（以下「指針」という。）が告示された。 

指針第４（１）において、教育職員の服務を監督する教育委員会は、指針を参考に、所管の学校の教

育職員の在校等時間の上限等に関する方針（以下「方針」という。）を教育委員会規則等で定めること

について、教育委員会が講ずべき措置として規定されている。 

このことから、本市においても、学校における働き方改革の取組の一環として、教育職員の在校等時

間を管理し、長時間勤務を縮減するため、指針を参考に東広島市立学校の教育職員の業務量の管理等に

関する規則（以下「規則」という。）を制定するとともに、方針を策定する。 

 

２ 概 要 

（１）対象職員 

東広島市立学校の教育職員（給特法第２条第２項に規定する職員をいう。以下同じ。） 

（２）対象時間 

ア 在校等時間 

次の(ア)及び(イ)に掲げる時間から(ウ)及び（エ）に掲げる時間を除いた時間を「在校等時間」

とし、勤務時間管理の対象とする。 

（ア） 校内に在校している時間 

（イ） 校外において職務として行う研修への参加や児童生徒の引率等の職務に従事している時間 

（ウ） 正規の勤務時間（職員の勤務時間及び休暇等に関する条例（平成７年広島県条例第５号。 

以下「勤務時間条例」という。）第２条から第５条までに規定する勤務時間をいう。以下同 

じ。）外に自らの判断に基づいて自らの力量を高めるために行う自己研鑽の時間その他業務外

の時間 

（エ） 休憩時間 

イ 上限時間 

在校等時間から，正規の勤務時間を除いた時間について、次の（ア）又は（イ）に掲げる時間の

上限の範囲内とする。 

（ア） 原則 

ａ １年について３６０時間以下 

ｂ １か月について４５時間以下 

（イ） 児童生徒等に係る臨時的な特別の事情がある場合（以下「特例」という。） 

（ア）にかかわらず、次に掲げる時間の上限の範囲内とする。 

ａ １年について７２０時間以下 

ｂ １か月について１００時間未満 

ｃ １年のうち１か月において４５時間を超える月数について６月以下 

ｄ 連続する２か月から６か月までのそれぞれの期間の１か月当たりの平均について８０時 

間以下 
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３ 詳 細 

（１）対象職員 

東広島市立学校の教育職員（校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教

諭、養護助教諭、講師）に限るため、東広島市立学校の事務職員及び学校栄養職員は含まない。 

なお、充て指導主事（地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第

１８条第４項に規定する職員をいう。）については、服務監督を行う事務局又は学校以外の教育機関

（広島県教育委員会組織規則（平成９年広島県教育委員会規則第４号）第２条に規定する機関をいう。

以下「事務局等」という。）において規則を適用する。 

※ 事務職員及び学校栄養職員については、３６協定に基づく時間外労働の上限規制が適用されるため。 

（２）対象時間 

ア ２（２）ア（ア）及び（イ）に規定する時間 

正規の勤務時間及び限定４項目（県立及び市町立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置条例（昭和４６年広島県条例第６７号。以下「給特条例」という。）第６条第２項に規

定する要件をいう。以下同じ。）による時間外勤務命令以外の時間を含む。 

※ 指針第３⑴ロにおいて、「各地方公共団体が定める方法によるテレワーク等の時間」についても在校等時間    

に含めることが規定されているが、東広島市立学校の教育職員については、テレワーク等を導入していない。 

イ ２（２）ア（ウ）に規定する時間 

教育職員の申告に基づく。 

ウ ２（２）ア（エ）に規定する時間 

休憩時間（勤務時間条例第６条第１項に規定する休憩時間をいう。）を確実に確保した上で、 

正規の勤務時間外に実際に休憩した時間があれば、その時間を含む。 

エ 原 則 

上限時間まで業務を行うことを推奨するものではない。 

なお、在校等時間から除く正規の勤務時間については、休日の代休日（勤務時間条例第１０条第

１項に規定する日をいう。）が指定された場合における当該休日に割り振られた正規の勤務時間に

おける勤務を含む（ただし、給特法第６条第３項の規定によって、休日に勤務を命じる場合は、そ

もそも限定４項目に限られる。）。 

オ 特 例 

児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的

に正規の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合をいう。 

カ 把握方法 

勤務時間管理システムに基づいて把握する。 

（３）留意事項 

ア 事後検証 

特に、特例に該当した学校における業務や環境整備等の状況について事後的に検証を行う。 

イ 持ち帰り業務 

持ち帰り業務については、在校等時間に含まれるものではないが、本来、持ち帰り業務は行わな

いことが原則であり、原則又は特例に規定する上限時間を守るために、持ち帰り業務が増加するこ

とのないようにするとともに、持ち帰り業務を縮減するよう、実態を把握し、取り組む。 

ウ その他 

（ア） 規則及び当該方針のほか、市立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他健康及び福祉

の確保を図るために必要な事項については、教育委員会が別に定める（学校における働き方改

革取組方針を含む。）。 

（イ）終業から始業までに一定時間以上の継続した休息時間を確保するよう留意する。 

（ウ）東広島市教育委員会学事課に長時間勤務に関する相談窓口を設置する。 

 

４ 施行期日 

令和５年４月１日 
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